
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 次 第 》 
 

  １ 開 会 
  ２ あいさつ 
  ３ 班員紹介 
  ４ 報 告 

（1）令和５年度議会の活動状況 
（2）予算、決算等の審議概要 

  ５ 報告についての質疑応答 
  ６ 意見聴取 
  ７ 閉 会 
 

 

 【能代市議会】 
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【議会報告会日程】 
 

日      時 会   場 担当班 

11 月 13 日（水） 午後６時 00 分 

二ツ井町庁舎 １ 班 

中央公民館 ２ 班 

東部公民館 ３ 班 

 

 

 

 

 

【議会報告会班構成】 
 

班 班 長 班 員（議席番号順） 

1 班 武田 正廣 
安井 英章 阿部  誠 大髙  翔 

藤田 克美 渡辺 優子 後藤  健 

2 班 落合 範良 
相場 未来子 今野 孝嶺 針金 勝彦 

畠 貞 一 郎 菅原 隆文  

３班 安岡 明雄 
菊地 時子 渡邊 正人 鍋谷  暁 

藤田 拓翔 小野  立  
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４ 報 告 

（1）令和５年度 議会の活動状況 

① 本会議等 

月  日 事          項 

 ６月 ６日 

 ９月 ５日 

10 月 31 日 

11 月 28 日 

 1 月 31 日 

 ２月 27 日 

６月定例会を開会した（29 日まで） 

９月定例会を開会した（28 日まで） 

10 月臨時会を開会した（31 日まで） 

12 月定例会を開会した（12 月 20 日まで） 

１月臨時会を開会した（2 月２日まで） 

３月定例会を開会した（３月 22 日まで） 

 議会開会回数  定例会 ４回  臨時会 ２回 

 会期合計日数 101 日（うち開議日数 23 日） 

 本会議平均出席議員数 20 人（条例定数 20 人） 

 

② 議案の議決件数                     （単位：件） 

区 分 

市 長 提 出 議員提出 

計 
可決 

修正

可決 
同意 認定 承認 否決 

継続

審査 
可決 否決 

条 例  34       1  35 

予 算  49         49 

決 算    3      3 

専 決     12     12 

意見書        6  6 

その他  13  9     1  23 

計  96 0 9 3 12 0 0 8 0 128 

 

③ 請願・陳情処理件数（単位：件） 

区  分 請願 陳情 

採   択  5 

不 採 択  10 

取 り 下 げ    

一部採択等   

継 続 審 査    

審 議 未 了    

計 0 15 
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④ 常任委員会・特別委員会等開催数 

区    分 回数

（回） 

備     考 

委員会開催数 67  

 予算委員会 21  

 部門別常任委員会 20 総務企画 6、文教民生 7、産業建設 7 

 議会運営委員会 16  

 特別委員会 10 決算 5、議会改革調査 5 

その他会議の開催数 23 会派代表者会議 11、 

議会運営委員会協議会3、全員協議会1、 

常任委員会協議会２、広報委員会６ 

 

⑤ 行政視察 

●議会運営委員会 

○視察日 令和 5 年７月３日～４日 

○視察先 茨城県取手市 

○視察項目 

・ＩＣＴを活用した議会運営の取組 

現在能代市議会では、タブレット端末導入に向けた取組について特

別委員会を設置し、導入の方法等について協議しており、先進事例とし

て取手市議会から導入までの経緯や取組状況等を御教示、御助言いた

だいた。 

取手市議会では「タブレット端末を活用した取組」として、①電子書

籍ソフトウェア（SideBooks）を活用したペーパーレス化、②タブレ

ットとソフトウェアによる、表決システムでの表決、③オンライン会議

ソフトウェア（Zoom）を活用したオンライン会議、④ＬＩＮＥを活用

した情報共有、情報交換等の説明がありました。 

「タブレット端末の導入と導入費用」は令和２年８月に予備も入れ

て 26 台３年リースで導入（iPadPro12・9 インチ／セルラーモデル）

したほか、事務局用４台を購入。タブレット導入コストの年間 138 万

6000 円は市の費用で導入も、常任委員会の行政視察費用の予算を凍

結して捻出したもの。 

「タブレット導入でペーパーレス化による業務の効率化」としては、

タブレットの SideBooks 導入によりコピー用紙を半年で約９万枚削

減、議会事務室のコピー用紙も年間１万 5000 枚削減、議案書印刷や

とじ込み、議場や会議室への配付等の時間削減（年間約 130 時間）に

視察報告 
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より、事務の効率化が図られたことが挙げられる。 

「タブレットでのオンライン会議の活用と実績」としては、①委員会、

会派代表者会議、災害対策会議、感染症対策会議なども集まらなくても

できる、②オンライン現地会議（災害時に実施）、③提出予定議案のオ

ンライン事前説明、④オンラインでの市民との意見交換会実施。コロナ

禍によるオンライン委員会の実績は 60 回以上、オンライン会議は

150 回を数えるとのこと。 

市議会でのタブレット端末導入による効果は、ペーパーレス化によ

る環境負荷の軽減や事務職員の事務量の負担減、情報の即時性と議員

間の共有、委員会や本会議の効率化、市民への情報提供と参加の促進等

があり、議会運営に効果があることが理解できた。 

議会運営委員会では、今回の研修資料を議会改革調査特別委員会に

参考資料として情報提供することとした。 

 

●総務企画委員会 

○視察日 令和５年 10 月２日～４日 

○視察先 北海道石狩市、江別市 

○視察項目（石狩市） 

・石狩市防災マスター 

地域の連携や防災力の強化を図るため、ボランティアとして地域が

行う防災活動等に積極的に参加するなど、地域の防災リーダーとして

地域防災活動の中心的な役割を担っていただける方を「石狩市防災マ

スター」として認定する制度を設けている。 

防災マスターは、市と連携して地域、町内会・自治会及び自主防災組

織への防災情報の提供、防災訓練、防災講習会等の運営補助、平常時か

らの地域の防災意識の向上への取組、災害時も含めた防災経験や知識

を生かした活動等を行っている。 

地域の防災意識を高めることに一定の効果はあるが、マスターと地

域との連携やマスター同士の連携等において課題があると感じた。 

・スマ保災害時ナビ 

三井住友海上火災保険株式会社と包括連携協定を締結しており、同

社が提供しているスマートフォン用の無料アプリ「スマ保災害時ナビ」

をホームページに掲載している。 

当該アプリは、大規模災害発生時等において、全国どこにいても最寄

りの避難所の表示、案内、ハザードマップの確認ができるほか、防災情

報を多言語に翻訳する機能を有し、迅速な情報収集をサポートすると

視察報告 

視察報告 
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いった災害対策に役立つ様々な機能を備えている。 

○視察項目（江別市） 

・デジタル技術を活用したまちづくり 

内閣府が推進する、デジタル田園都市国家構想推進交付金（ＴＹＰＥ

２）の採択を受け、健康なまちづくりを進めるため、デジタルを活用し

て多くの市民が手軽に健康管理等をできるように、スマートフォンア

プリを構築している。 

ｅダイアリーは、記録の習慣化により、健康維持・増進をサポートす

るアプリで、運動、気分、食べたもの等の自身の状態を記録し、それを

習慣化することで健康改善につながる。ｅライフトレーナーは、自身の

血圧や体重、健康診断の結果やウエアラブルデバイスによるライフロ

グ等の健康情報を管理、閲覧できる。生涯健康マルシェえべつ市場は、

買い物アプリであり、江別市をはじめ、全国から体にいいものを購入で

きる。 

また、当該事業ではマイナンバーカードで本人確認を行ったセキュ

リティーの高い「めぶくＩＤ」というデジタルＩＤを活用している。こ

のＩＤを使うことで匿名性が担保され、なりすましへの強固なセキュ

リティー対策にもつながることから、市民が安心・安全に利用でき、個

別最適化されたサービスの利用が可能となっている。 

 

●文教民生委員会 

○視察日 令和５年 10 月４日～６日 

○視察先 愛知県刈谷市、大府市 

○視察項目（刈谷市） 

・高齢者向けの配食サービスの取組 

見守りが必要な在宅の高齢者に対し、配食サービスを提供すること

により、食の自立を支援するとともに、安否確認を行う。社会福祉協議

会の事業として平成５年 10 月から試行的に市内３地区で開始され、

８年４月から市が社会福祉協議会に委託する形で正式に開始された。 

規則正しく、バランスのよい食生活ができるようになったという成

果や、手渡しでお弁当を配達することで、特に独り暮らしの方からは安

心感につながったという意見がある一方、お弁当の内容に対する意見

への対応や配達業者の人員確保、留守の場合の再配達の対応などの課

題も挙げられている。 

・地域サロン活動等補助事業をはじめとした介護予防事業 

介護予防に資する活動を行う団体の活動を支援するために、補助を

視察報告 

視察報告 

視察報告 
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行う事業。 

団体の登録要件として、１、刈谷市に住民票のある 65 歳以上の者が

５人以上所属していること。２、体操、レクリエーション、認知症予防

のための取組など介護予防の活動を行っていること。３、１か月に１回

以上（１時間以上）の活動をしていること。４、継続して利用できる場

所で活動していること。以上の４つを満たし、実際に活動を行った場合

は年間３万 6000 円を上限として、活動月数に 3,000 円乗じた額を

支払っている。 

体操、茶話会、おしゃべりなどの活動から太極拳のような体を動かす

ような活動まで、登録実績は令和２年 17 団体、３年 22 団体、４年

23 団体となっている。 

 

○視察項目（大府市） 

・大府市認知症に対する不安のないまちづくり推進条例 

平成 29 年 12 月に条例が制定され、１、普及啓発。２、医療介護の

提供・連携の推進。３、見守り地域支援体制づくり。４、認知症の方、

家族への支援を行ってきた。 

「徘徊」ではなく「ひとり歩き」という言い方を地域に定着させ、認

知症に対する誤解や偏見につながらないようにする啓発活動や、認知

症のサポーター養成講座を行い、延べ２万 2000 人弱のサポーターを

養成するなどの取組が進められている。 

・不登校の子が通う施設への学校授業ライブ配信 

大府市教育支援センター、通称レインボーハウスで小・中学校の不登

校児童生徒が活動をしている。同施設で活動している児童生徒が授業

のライブ配信を希望した場合、不安にならないよう接続の仕方を説明

し、学校側とも調整を図りながら配信ができるように進めている。授業

を定点で撮影するため、黒板の内容などが見づらいなどの課題もある。 

 

●産業建設委員会 

○視察日 令和５年 10 月 10 日～12 日 

○視察先 北海道新十津川町、室蘭市 

○視察項目（新十津川町） 

・スマート農業の取組 

新十津川町は、農家戸数の減少が続き、現在の耕地面積を維持して

いくためには１戸当たりの耕作面積を増やす必要があった。水稲を

主としていることから、農作業の約８割が春に集中するため、面積拡

視察報告 

視察報告 

視察報告 
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大には春作業の省力化、効率化に取り組む必要があり、スマート農業

の普及が鍵になると考えた。 

令和元年度から、ＪＡ、土地改良区、農業改良普及センターと共に

コンソーシアムを組織し、町を挙げてスマート農業の推進に着手し

た。元年からの２年間は、農林水産省の補助を受け、農業関係団体や

農機具メーカーと共に、町内の実証農家においてスマート農業技術

の効果を検証した。 

スマート農業機械は、自動運転トラクター、田植え機、コンバイン

といった水稲作業の基幹となるものへ最新の機械を導入し、それぞ

れの効果を示すことで、農業者が優先順位をつけながら必要な機械

を導入していく指標を示すことを目指した。結果的に目標数値を上

回る作業時間の削減効果が見られた。 

町を挙げてスマート農業に取り組むことを決めた新十津川町の姿

勢と、地元農家の実証事業によりその効果を示す手法は参考となる。 

 

○視察項目（室蘭市） 

・水素サプライチェーン構築実証事業 

室蘭市は製鉄・製鋼業、石油化学工業を中心とする港湾工業都市で

あり、次世代産業の振興として、水素サプライチェーンの構築実証事

業に取り組んでいる。移動型水素ステーションの整備や、灯油やＬＰ

ガスの配送網を利用した水素の宅配事業を実施した。 

水素ステーションで利用される蓄圧器や水素を詰めるタンクには、

市内の事業所の技術が使われているため、水素社会が本格的に到来

すれば、市内の事業所が潤い、市の税収も増えると考え、室蘭市成長

産業ビジョンの作成や室蘭脱炭素社会創造協議会をつくり、次世代

エネルギー産業の振興に取り組んでいる。 

室蘭市は、水素エネルギーの普及により、地元の製造業にどのよう

な恩恵があるのかというところまで見据え、大きな構想をつくって 

いる。能代市においても市内の産業と次世代エネルギー産業がリ

ンクして発展していく将来像を示していく必要があると感じた。 

・ＡＩによる道路管理の省力化 

室蘭市では、室蘭工業大学との共同研究を行い、費用が安価な車載

カメラとＡＩを用い、路面画像からひび割れを自動検出し、道路のひ

び割れ率の検出とランクづけを行っている。 

  

視察報告 

視察報告 
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自主財源

依存財源

市税

繰入金

諸収入

ほか

地方

交付税

国庫

支出金

市債

県支出金

地方消費

税交付金

ほか

（2）予算、決算等の審議概要 
① 令和６年度能代市一般会計当初予算について 

 

 一般会計とは、福祉、教育、産業振興、道路整備などまちづくりに必要なお

金を経理する会計で、令和６年度当初予算は 340 億 4600 万円となってい

ます。 

 毎年３月定例会において、市長から次年度の予算案が提案され、予算委員会

において詳細な審査をしています。その予算委員会に設置された分科会での

主な質疑をお知らせします。 

 なお、令和６年度一般会計当初予算は、賛成多数で可決しました。 

 

一般会計歳入予算           一般会計歳出予算 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

  

 

 

市税 （21.4%）約 73 億円議会費 約 2 億円 市議会の運営に 

繰入金 （6.4%）約 22 億円総務費 約 33 億円 まちの行事や防災、市役所の管理などに

諸収入ほか （7.2%）約 24 億円民生費 約 109 億円 高齢者や障がい者、子供達などのために

地方交付税 （24.1%）  82 億円衛生費 約 44 億円 ごみ収集、健康診査や予防接種などに 

国庫支出金 （12.1%）約 41 億円農林水産業費 約 13 億円 農業や林業の振興などのために 

市債 （15.5%）約 53.億円商工費 約 13 億円 中小企業や工業や観光などの振興のために 

県支出金 （7.5%）約 26 億円土木費 約 44 億円 道路や下水道の整備などに 

地方消費税交付金ほか （5.8%）約 20 億円消防費 約 12 億円 消防活動や救急業務などに 

 教育費 約 33 億円 学校や文化･体育施設などの教育関係に 

   公債費 約 37 億円 市の借入金返済に 

   その他 約 1 億円 災害など緊急時の予備などに 

  

歳入 35.0% 

65.0% 

歳出 
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【総務企画分科会】 

議会費、総務費、消防費、公債費などの歳出と、それに関連した歳入のほか

市税などを主に審査しています。 

 

  質 予算規模が過去最大となった要因は。 

 

  答 主な要因としては、一般廃棄物処理施設整備事業に伴う能代山本広域

市町村圏組合への負担金、万町住宅の建替え、総合体育館の大規模改修

等の大規模事業によるものである。また、人件費の増額も要因の一つで

ある。 

 

 

  質 リンク to 能代プロジェクト事業費の概要は。 

 

  答 移住を具体的に検討する前段階で本市を認知している方や魅力を感じ

ている方、来訪経験のある方へアプローチを行い、関係人口を創出して

いきたいと考えていることから、移住促進・関係人口等創出補助金を創

設し、主に、都市部在住者と本市在住者が交流できるようなイベントを

開催する民間団体が行う事業に対して、補助金を交付しようとするも

のである。 

 

 

  質 二ツ井町庁舎大規模改修事業費の実施設計の内容は。 

 

  答 二ツ井町庁舎は竣工から 29 年が経過していることから、老朽化の著

しいボイラーや屋根の防水シート、車庫の外壁等の改修を計画してい

る。 

 

 

  質 特定空家をどの程度把握しているか。 

 

  答 空き家の状況については、１月末時点で約 2,460 戸となり、４年度と

比較して増加する見込みとなっている。また、特定空家等については、

今後、空き家の損傷等の状態を区分ごとに取りまとめ、調査報告書とし

て公表したいと考えている。  
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【文教民生分科会】 

民生費、教育費などの歳出と、それに関連した歳入を主に審査しています。 

 

  質 すまいる・めん choco 定期便事業費の内容は。 

 

  答 ゼロ歳児を育児中の家庭に対し、生後３か月から１歳までの間に、２か

月に１回、最大５回、定期的に育児用品を配達しながら保護者や子供の

見守りを行う事業であり、従来のめん choco 誕生事業を統合し、誕生

記念品も併せて配達しようとするものである。 

 

 

  質 帯状疱疹予防接種費が前年度より増額となっている理由は。 

 

  答 対象年齢を 65 歳以上としていたが、６年度から 50 歳以上に拡充す

ることに加え、ワクチン接種に対する助成額も引き上げたことから増

額したものである。 

 

 

  質 能代市総合体育館大規模改修事業費の工事スケジュールは。 

 

  答 早急に契約を進め、体育場は６年７月１日から１年間、そのほかの軽運

動場等は６年 10 月１日から７年６月 30 日までを工期として考えて

いるが、工事の進捗状況を見極めながら、供用開始の時期を判断してい

きたい。 

 

  質 学校給食費物価高騰対策支援事業費の内容は。 

 

  答 現在、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用

し、食材費上昇分 11％の支援を行っているが、食材の値上がりが続い

ていることから、４月から３％を上乗せした 14％を市単独で支援しよ

うとするもので、支援額は１食当たり小学校 38 円、中学校 45 円と

なる。 
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【産業建設分科会】 

衛生費、農林水産業費、商工費、土木費などの歳出と、それに関連した歳入

を主に審査しています。 

 

  質 農地ばぐりっこ対策補助金の内容は。 

 

  答 連作に伴うネギの軟腐病等土壌病害を回避することを目的として、作

付転換が図られたネギの農地の面積に応じて補助金を交付しようとす

るものである。 

 

 

  質 首都圏等人材採用支援事業費補助金の内容は。 

 

  答 積極的に人材獲得に取り組む市内事業者を支援しようとするもので、

補助率２分の１、上限額は、ウェブ媒体を活用して求人広告やＰＲ動画

発信をするなどの場合は 10 万円とし、人材紹介会社を活用して採用

した場合は１人につき基本額 20 万円、さらに若者であれば 10 万円

を上乗せして計 30 万円とすることで検討している。 

 

 

  質 大館能代空港の利用状況は。 

 

  答 ５年度における東京便の利用者数は、６年２月末時点で約15万9000

人と過去最高を記録している。今後も３便化継続に向け、大館能代空港

利用促進協議会と連携し利用促進に努めていきたい。 

 

 

  質 七座遊歩道・案内板設置実施設計業務委託の内容は。 

 

  答 七座山には市道からすぐアクセスできる場所に自生する天然秋田杉が

あり、より観察しやすいよう、遊歩道や案内板を整備するための実施設

計を行おうとするものである。 
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自主財源

依存財源

市税

繰入金

繰越金

諸収入
使用料

ほか
地方

交付税

国庫

支出金

市債

県支出金

地方消費

税交付金

ほか

② 令和５年度能代市一般会計決算及び特別会計決算について 

 

 市における決算とは、一会計年度の歳入歳出予算の執行の実績を表したも

のです。令和５年度一般会計決算は、歳入総額が 346 億 2200 万 8843 円、

歳出総額が 328 億 9441 万 8216 円で、実質収支は 12 億 4004 万 560

円でした。 

 ９月定例会において市長から前年度の決算書等が提出され、予算が適正に

執行されたか、収入が適正に確保されたかなどを決算特別委員会分科会で詳

細に審査しました。令和５年度決算については、賛成多数で認定しています。 

 

一般会計歳入決算           一般会計歳出決算 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税 （22.4%）約 78 億円議会費 約 2 億円 市議会の運営に 

繰入金 （6.0%）約 21 億円総務費 約 34 億円 まちの行事や防災、市役所の管理などに 

繰越金 （4.2%）約 15 億円民生費 約117 億円 高齢者や障がい者、子供達などのために 

諸収入 （2.6%） 約 9 億円衛生費 約 25 億円 ごみ収集、健康診査や予防接種などに 

使用料ほか （3.0%）約 10 億円農林水産業費 約 14 億円 農業や林業の振興などのために 

地方交付税 （25.8%）約 89 億円商工費 約 19 億円 中小企業の振興や工業振興などのために 

国庫支出金 （15.8%）約 54 億円 土木費 約 35 億円 道路や下水道の整備などに 

市債 （8.4%）約 29 億円消防費 約 12 億円 消防活動や救急業務などに 

県支出金 （6.5%）約 23 億円教育費 約 30 億円 学校や文化施設、スポーツ施設などに 

地方消費税交付金ほか （5.3%）約 18 億円公債費 約 37 億円 市の借入金返済に 

   その他  災害など緊急時の予備などに 

  

歳入 38.2% 

61.8% 

歳出 
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【決算特別委員会】 

一般会計のほか国民健康保険特別会計、介護保険特別会計など９ある全て

の特別会計の決算を審査します。 

 

 

  質 市税収入が４億円ほど増加している要因は。また、個人市民税が減少し

ている要因は。 

 

  答 法人市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税及び入湯税の増加に

より、市税全体では増加している。この主な要因は、法人市民税では、

工事業や金属製品製造業の業績が上がったこと、固定資産税では、風力

発電設備の新設等に伴うものである。個人市民税は給与所得者の減少

が影響して、減少していると考えている。 

 

 

 

  質 がん検診のクーポン利用率が低い要因は。また、労働者に対しての働き

かけは行っているか。 

 

  答 若い世代に対してのアピール不足が要因と考えており、より効果的な

周知を図ってまいりたい。労働者の健康づくりは職場の環境が重要で

あると捉えており、事業主や法人に対してがん検診受診の働きかけを

強化していきたい 

 

 

  質 まちなかコサクル実証運行の効果は。 

 

  答 利用した 100 名の方にアンケートを実施したところ、移動時間や停留

所までの移動距離が短縮されたなどの回答が多く、市民にとって利便

性の高い公共交通となり得ると捉えている。 

 

 

 

 

 

 


